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特別区 東京都千代田区 53036765 45752 11.64 0.80 69.0 -74.7 1042-28 9.38
特別区 東京都中央区 69052950 107793 10.17 0.64 73.3 -67.4 1489-35 7.79
特別区 東京都港区 110181028 195928 20.34 1.19 62.5 -122.0 2214-39 19.55
特別区 東京都新宿区 125673030 279557 18.23 0.64 76.8 -26.4 2695-41 8.48
特別区 東京都文京区 73171998 186321 11.31 0.62 72.8 -29.3 1752-39 -3.71
特別区 東京都台東区 87768927 163635 10.08 0.41 76.9 4.7 1595-35 5.56
特別区 東京都墨田区 92736400 234223 13.75 0.35 83.9 54.5 1954-37 7.72
特別区 東京都江東区 148188326 432090 39.94 0.42 75.3 -32.1 2796-49 20.70
特別区 東京都品川区 129144912 343882 22.72 0.51 72.5 -37.8 2531-46 12.24
特別区 東京都目黒区 93626145 252452 14.70 0.71 79.2 65.6 2236-39 5.63
特別区 東京都大田区 221635103 669674 59.46 0.52 72.3 -1.7 4677-54 3.51
特別区 東京都世田谷区 236448247 827220 58.08 0.78 77.0 24.5 5051-56 -4.72
特別区 東京都渋谷区 86935166 196597 15.11 1.03 73.5 -43.6 2089-38 -0.38
特別区 東京都中野区 109469404 300614 15.59 0.49 79.9 38.1 2372-47 -5.34
特別区 東京都杉並区 159643121 525583 34.02 0.64 77.5 18.4 3678-53 -2.66
特別区 東京都豊島区 95035607 242582 13.01 0.50 77.7 43.9 2072-41 -5.35
特別区 東京都北区 129520949 317949 20.59 0.36 84.0 17.4 2462-46 8.04
特別区 東京都荒川区 85812181 182779 10.20 0.29 76.9 23.9 1535-37 5.46
特別区 東京都板橋区 172012753 513589 32.17 0.42 78.1 18.5 3547-54 12.63
特別区 東京都練馬区 217454647 686208 48.16 0.46 76.6 26.5 4854-54 22.45
特別区 東京都足立区 235886032 631860 53.20 0.32 74.9 24.0 3561-54 8.18
特別区 東京都葛飾区 158720422 429787 34.84 0.33 72.4 15.1 3107-44 16.91
特別区 東京都江戸川区 220940151 647808 49.86 0.37 70.2 -44.5 3729-49 -2.59

1 区分は、町村、都市、特例市、中核市、特別区、政令市別の団体区分です。
2 団体名は、都道府県名とともに表示しています。
3 歳入総額は、2007(H19)年度の各団体の歳入総額で、表示単位は千円です。
4 人口は、2008(H20)年3月31日時点の住民基本台帳搭載人口で、外国人登録人口を含みません。
5 面積は、2007(H19)年度の各団体面積です。
6 財政力指数は、2007(H19)年度の各団体の財政力指数(過去3年間の平均値)です。

2007(H19)年度財政力指数=2005(H17)～2007(H19)年度の基準財政収入額/基準財政需要額の平均値
7 経常収支比率は、2007(H19)年度の各団体の経常収支比率です。

経常収支比率=経常経費充当一般財源等/(歳入経常一般財源等+減税補てん債+臨時財政対策債)*100
8 将来比率は、2007(H19)年度の各団体の将来にわたる実質的な財政負担額の標準財政規模に対する比率です。

将来比率=将来にわたる実質的な財政負担額/標準財政規模*100
※将来にわたる実質的な財政負担額=地方債現在高+債務負担行為額(支出予定額)-積立基金現在高

9 職員数等は、職員数および特別職数を表示します。左が職員数、右が特別職数です。
職員数=一般職員(技能労務員を含む)+教育公務員+消防職員+臨時職員
特別職数=市区町村長+副市区町村長+収入役+教育長+議会議長+議会副議長+議会議員

10 人口増減率は、5年間の人口増減率です。国勢調査による人口数から算定しています。
人口増減率=17年国調人口/12年国調人口*100-100

1 『市町村インデックス』は、総務省公表の決算カードデータ、各団体公表の財政データ等を参照して作成した財政統計研究所
の決算統計データベースから作成したものです。
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資料作成　財政統計研究所

　『市町村インデックス (特別区)』の構成は、下記のとおりです。

財政力指数

市町村インデックス (特別区)

　類似団体別『市町村インデックス』は、2007(H19)年度普通会計決算に基づく、全市区町村の団体データです。

財政統計資料館 (展示資料7) 市町村インデックス2009 (特別区) 2007(H19)年度普通会計
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　市町村インデックス (特別区) 　23団体
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3 『市町村インデックス』は、地方自治研究のための財政データのひとつとしてご自由にご活用ください。

4 『市町村インデックス』の商用目的のご利用はお断りいたします。
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6 データの正確性には細心の注意をしておりますが、参照データの誤謬・欠落や入力・転記ミス、データ処理の方法等により
データに誤謬並びに誤差が存在する可能性がありますのでご了解願います。

財政統計研究所

『0』と表示されたデータは、データそのものが『0』である場合のほか、参照データが空欄「-」等のため把握できない場合や、
四捨五入によりデータが『0』となる場合がありますのでご注意ください。

『市町村インデックス』の全部または一部を冊子等に掲載される場合は、財政統計研究所作成資料からの転載資料である旨
を明記してください。


